
資料 ２ー１

組織見直しの検討について

＜日本小型自動車振興会＞

平成１６年７月９日

経済産業省



日本小型自動車振興会

１．組織の概要

（１）根拠法令
小型自動車競走法（昭和２５年法律第２０８号）

（２）設立年月日
昭和３７年１０月１日

（３）目的
日本小型自動車振興会は、小型自動車競走の公正かつ円滑な実施を図るとともに、小
型自動車その他の機械に関する事業及び体育事業その他の公益の増進を目的とする
事業の振興に資することを目的とする。（小型自動車競走法第１８条）

（４）事業内容
①選手・審判員の検定・登録及び競走用小型自動車の登録
②小型自動車競走会への指導
③選手のあっせん
④選手、審判員の養成・訓練
⑤小型自動車その他機械工業に関する振興事業への補助事業
⑥体育事業その他公益の増進を目的とする事業への補助事業
等
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２．オートレースの運営状況

〔オートレース施行者数（平成１６年４月１日現在）〕
・８施行者（２県、５市、１町）

〔小型自動車競走会数（平成１６年４月１日現在）〕
・６カ所（群馬県、埼玉県、千葉県、静岡県、山口県、福岡県）

〔オートレース選手数（平成１６年４月１日現在）〕
・５１９人（Ｓ級、Ａ１級・Ａ２級、Ｂ１級・Ｂ２級）

〔オートレース場数（平成１６年４月１日現在）〕
・６カ所（オートレース施行者所有：４カ所、民間所有：２カ所）

〔オートレース開催の回数・日数（平成１５年度）〕
・８５回、６８４日

〔オートレースの種類（平成１６年４月１日現在）〕
・５種類（ＳＧ、ＧⅠ、ＧⅡ、普通開催、施設等改善レース）

〔車券の種類（平成１６年４月１日現在）〕
・７種類（単勝、複勝、 ２連単、 ２連複、 ３連単、 ３連複、拡大２連複（ワイド））
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オートレース場の所在地
平成１６年６月１日現在

伊勢崎レース場

川口レース場

船橋レース場

浜松レース場

山陽レース場

●：競走場・・・６ヶ所

飯塚レース場
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オートレースの売上額と施行者収支率
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３．オートレース事業の推移

純収支率

オートレースの利用者数
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４．オートレースの運営状況体系図
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５．社会に役立つオートレース
（オートレースの売上金の仕組みと使途）

20.9%1.1%

74.6%

3.4%

売上金の７４．６％が的中車券に払い戻し。

公営企業金融公庫への納付金（地方財政法に基づく納付）

＜平成１４年度実績＞

売上総額
147,672百
万円

日本小型自動車振興会への交付金
（小型自動車競走法に基づく業務）
＜内訳＞
・１号交付金：１．６％

（小型自動車等機械工業振興補助事業）
・２号交付金：１．３％

（体育、社会福祉等公益事業振興補助事業）
・３号交付金：０．５％
（小型自動車競走の公正かつ円滑な実施を図るため

の事業）

小型自動車競走施行者の収益の使途
＜内訳＞
・開催経費：人件費、広告宣伝費、選手賞典費等
・収入：学校、病院、道路整備等の公共施設の充実に

当てられる。
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６．オートレース事業の活性化

「オートレースの構造改革について」（平成１３年１２月小型自動車競走運営協議会報告）を受け、
構造改革の取組みを推進。
○オートレース再生に向けた緊急プログラム（１年の間に着手すべき課題）
－専用場外、電話投票の拡充
－インターネット投票の導入
－広報宣伝の強化

○オートレースの安定的・持続的運営を目指すプログラム
－新投票法（ワイド、三連勝）の拡大
－場間場外の充実
－ビジネスマインドに徹した事業運営の実現（およそ２７％のコストダウン）

平成１６年度に
１６００億円の売
上でも２％程度
の収益を目指す。

平成１４年に「小型自動車競走法」を改正し交付金の引下げも行ったが、売上が当初の予測以上に
落ち込む（平成１５年度 １２７１億円）中で、施行者は引き続き厳しい状況にある。

・施行者の収支率（平成１２年度 ▲１．１％→平成１４年度 ▲１．９％）

・赤字施行者数（平成１２年度 ５施行者→平成１４年度 ５施行者）

オートレース事業の状況の変化を踏まえ、「オートレース再生集中期間における取組について」
（平成１６年３月産構審車両競技活性化小委員会報告）を新たに策定し、平成１７年度までをオー
トレース再生集中期間として、売上１３００億円、収益２％を目指して活性化に取り組んでいる。
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（参考）

開催経費額内訳の推移
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７．組織見直しの検討状況

経済産業省 日本小型自動車振興会監督等

【行政による小型自動車競走法に基づく監督・監査等】

・役員の任命・認可（法第１９条の８）

・業務の方法の認可（法第１９条の１８）

・事業計画及び収支予算の認可（法第１９条の２０）

・事業報告書等の提出（法第１９条の２３）

・経済産業省による監督（法第１９条の２４）

等

【健全に発展させるべき公営競技の実施主体】

日本小型自動車振興会は、刑法の特例として
認められたギャンブルである小型自動車競走
（オートレース）の公正かつ円滑な事業の実施、
社会還元の適切な実施が求められる特殊性に
鑑み、小型自動車競走法に基づく国の監督の
下、特殊法人の形態で実施。

国の監督が必要ないわゆる「ギャンブル」という特殊性に鑑み、
特殊法人の形態で実施。

「自転車競技法及び小型自動車競走法の一部を改正する法律」の施行の状況を踏まえ、
組織のあり方については、集中改革期間（平成１８年３月末まで）において検討。
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